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はじめに
　初期のころのパートタイマーの概念構成をみると，「不安定雇用，縁辺労
働力，新しい臨時工，潜在失業」と暗いイメージでみるか，「主婦ニーズに
あった雇用形態」と明るいイメージでみるか，とにかく一つのイメージを中
心にして，概念化がはかられていた。しかし，その後の飛躍的なパート増加
のもとで，一つのイメージでのパート像では，到底，現実をとらえることが
できなくなった。そのため意識的にせよ無意識にせよ，いくつかのタイプに
分けて論じるという類型化がなされている。
　本稿では，現在でも理論的政策的に有力だと思われる3つの類型化につい
て吟味する。まず主に就業意識の面からみたもので，「不本意パート」（inv－
oluntary　part－timer）と「自発的パート」の区：別である。なお不本意パート
を，日本のアカデミックな世界や官庁では，「非自発的パート」と訳すことが
多い。これはケインズの一般理論におけるinvoluntary　unemploymentカミ「非
自発的失業」と訳され流通した影響であろう。しかし「自発的」という日常
用語はあっても「非自発的」というのはない。現実と一定の距離をおくマク
ロ経済学では許される学界用語かもしれないが，少なくとも労働経済学では
「不本意」という日：本語を使用したほうがよいので，本稿では「不本意パー
ト」という用語を使う。さらに，voluntaryも「自発的」よりも良い日本語が
あるかもしれない。
　さて不本意パートと自発的パートの類型化でも，3つの指標があると思わ
れる。第一は，OECDの推計にもあるように，「希望労働時間」から自発的か
不本意かをみるもので，第二は，パートで働く理由などの就業意識から判断
するものである。第三は，4節でみる類型化とおおきく関連するもので，「技
能からみた不本意性」という見方である。
　自発的パートと不本意パートという類型化のつぎに，第二の類型化とし
て，高梨乃至や諏訪康雄氏らによる「疑似パート」と「典型パート」があ
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る。これは実際に働いている労働時間，とくに正社員と比較した労働時間に
着目するものである。第三の類型化は，中村恵氏による「補完型パート」と
「基幹型パート」の類型化で，仕事内容や技能に着目したものである。
　これらの類型化を整理することは，パートタイマー労働に対する理論的政
策的意味づけを深めることに貢献すると思われる。
　類型化の吟味のまえに，パートタイマーの定義と推移を復習しておこう。
1　定義と推移
　パートタイマーの定義には，大きくわけて3つあるように思われる。1）
本人の労働時間，2）正社員と比べた労働時間，3）勤め先での呼称，の3
つである。
　1．1　本人の労働時間
　まず実際の労働時間が短いものをパートタイマーとみなす考え方がある。
わが国では総務庁の「労働力調査」で人数が把握できる。アメリカにならっ
て週35時間未満の雇用者を短時間雇用者として，公式発表数値などに，よく
利用される。これをパートタイマーとみなすと，週35時間以上雇用老はフル
タイマーになる。
　短時間雇用者は，1976年の314万人から急増し1993年には929万人となり，
雇用者全体に占める割合も，8．7％から18．2％と，2割にせまる勢いである。
1993年中623万人と3分の2が女性で，女性の短時間雇用者が女性雇用者に
占める割合は3！．8％である。
　この定義の問題点は，1．3で比較・検討するように，勤め先の呼称と対
応していない雇用者が多い点にある。第一に，35時間未満雇用者のなかに，
パートタイマーと呼ばれていない労働者がいる。まず正社員が数多くいる。
時短がすすめば，もっと増えるであろう。つぎにアルバイト等がいる。つま
一33一
266
り，短時間雇用者には，いわゆる主婦パートとは，かなり異なる労働者が含
まれている。
　第二に，パートタイマーと職場で呼ばれていても週35時間以上働いている
者が多数いる。これは日本特有の問題かもしれない。たとえば英国では，自
己認識が公式のパートタイマーだが，自己認識パートで週31時間以上は6％
と少なく（1991年；Watson［1992］），ほぼ自己認識と労働時間が対応する。
これに対して，日本では，後述のように，大きな食い違いがあるので，統計
的にみていくうえでは，少なくとも，定義上で，短時間雇用者か呼称パート
かを区別することが肝要である。
　1．2　正社員と比べた労働時間
　通常の（常用と同じではない）労働者，いわゆる正社員よりも労働時間が
短い労働者をパートタイマーとみなす考え方がある。統計では，「毎月勤労
統計調査」をはじめ「雇用動向調査」，「賃金構造基本調査」が，この定義を
とっている。正確にいえば，「1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短
い者，1日の所定労働時間が一般の労働者と同じで1週の所定労働日数が一
般の労働者よりも少ない者のいずれかに該当する労働者」で，これは「常
用」と「臨時・日雇」に分かれる。
　1993年6月に成立し，同年12月施行された「パート労働法」（正式名称：
「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」）でも，この定義に近い規
定をしている。第二条の「短時間労働者」の定義は，「一週間の所定労働時間
が同一の事業所に雇用される通常の労働者（1）の一週間の所定労働時間に比し
短い労働者」となっている。
　この定義に基づいて，1987年に非正規社員を包括的に調べたものに労働省
による「就業形態の多様化に関する調査」（以下，「多様化調査」）があ
る②。この報告は，労働省がはじめて非正規社員の概念を打ちだしたものら
しいが，出向社員，派遣労働者，パートタイマー，臨時・日雇，契約・登録
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社員，その他と6つの正社員以外のカテゴリーに分けている。ここでのパー
トタイマーは，パート労働法の対象者と同じで「雇用期間の定めの有無に関
係なく，正社員より1日の所定労働時間が短いか，1週の所定労働日数が少
ない者」である。また，「多様化調査」での「臨時・日雇」の定義は，臨時的
にまたは日々雇われる者で，「正社員と1日の所定労働時間，および1週の
所定労働日数が同じ者1となっている。契約・登録社員は，「専門的職種につ
いて，登録・契約に基づき雇われている者」である。
　　「労働力調査」における常用，臨時，日雇の区分をみると，まず常用労働
老とは，期間を定めずに雇われている労働者で，パーマネント・ワーカーと
いってよいであろう（「労働力調査」の英訳では，regular　worker）。そして臨
時労働者が1ヶ月以上1年未満，日雇労働者が1ヶ，月未満の契約で雇われて
いるものとなっており，テンポラリー・ワーカーといえよう（「労働力調査」
の英訳では，臨時がtemporary　worker，日雇がdaily　worker）。
　とすると，「多様化調査」では，テンポラリー・ワーカーのうち正社員と1
日，1週の労働時間，労働日数が同じものを「臨時・日雇」としたわけであ
る。だから，雇用期限があり，正社員より短い労働時間のものは，パートタ
イマーとなっている。テンポラリー・ワーカーと短時間雇用者の関係につい
ては，1．4でみる。
　　「多様化調査」によると，非正規労働者は全体の16％である。具体的な内
（1）通常の労働者については，第二条の本文中の括弧内に，「当該事業所に雇用される通
　常の労働者と同種の業務に従事する当該事業所に雇用される労働者にあっては，労働
　省令で定める場合を除き，当該労働者と同種の業務に従事する当該通常の労働者」とい
　う，じつにわかりにくい規定がある。通常の労働者が何かによって，パート労働法の対
　象労働者がきまってくるので，重要である。通常の労働者の業務や所定労働時間が2つ
　以上あったときなどの，短時間労働者の範囲については，施行通達が出されている。通
　常の労働者か否かは雇用・賃金体系などを総合的に勘案して判断するようである。
（2）包括的といっても，常用労働者30人以上の規模の事業所に限られる。労働調査の多く
　が30人以上規模である。かなり小さい規模まで有益な情報が多いのは，「就業構造基本
　調査」くらいである。
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訳を性別にみると（表1），女性非正規労働者の4分の3がパートタイマー
である。男性は非正規労働者が7．7％と少なく，うち3割がパートタイマー
でもっとも多いが，臨時・日雇や出向社員も多い。就業形態別に性・年齢構
成をみると（図1），非正規労働老の5つのタイプでかなり属性が異なるこ
とがわかり，パートタイマーは，やはり中高年の女性が圧倒的に多い。
表1　就業形態別労働者構成
正社員 非正規J働者
出　向
ﾐ．員
派　遣
J働者
パ　一　ト
^イマー
臨時・
冝@雇
契約・
o録社員 その他
男女計
84．0 16．0 ！．2 0．6 9．9 2．6 0．9 0，9　％
非正規＝100 7．4 3．8 62．9 16．0 5．3 5．4
92．3　　7．7 1．7 0．4 2．3 1．9 0．6 0．7
男　性
非正規＝100 21．9 5．1 30．3 25．0 8．3 9．5
70．1　　20．9 0．4 LO 22．6 3．6 1．2 1．1
女　性
非正規＝100 1．2 3．2 75．7 12．2 4．1 3．7
資料）労働省「就業形態の多様化に関する調査」1987
　1．3　勤め先での呼称
　勤め先でパートタイマーと呼ばれている人たちをパートとみなす考え方が
ある。「呼称パート」と呼ばれることが多い。欧州の自己認識パートに，ほぼ
近いと考えられる。統計では，「就業構造基本調査」や「雇用管理調査」で把
握できる。
　1989年に非正社員を調べた日本労働研究機構の調査（以下，JIL調査）の
事業所調査における非正社員の呼称をみたのが，図2である。非正社員の
83％を占める女性のうち半数強がパートと呼ばれているが，半数弱が，それ
以外の名称である。毎年2月に行われる「労働力調査特別調査」では（1993
年），男女計でパートが57．3％，アルバイト23．9％，嘱託・その他18．8％，女
性が，それぞれ73．7％，16．6％，9．6％である。女性非正社員比率は38．5％
で，非正社員の約4分の3が「パート」と呼ばれている。5年ごとに行われ
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図1　就業形態別非正規労働者の性・年齢構成
　　　　　〔出向社員〕
：8難　　　15－19歳
るむ　　
凝訟蜘
　　　　　　女
　　　　　　　　　3G歳台．　　　50歳台　　　　　男
　　　　　　40歳代
　　〔派遣労働者〕
ll難　15－19歳
　40歳台　　　　20歳台
30歳台　　女　　男　　30歳台
　　　　　　，1歳台
　　　　　　　歳台
20歳台
　15一一19ut
　〔パートタイマー〕
15一・1gec　　　　　　　　　　30歳台
60歳以上　　　　　　　　一40歳台
　　　　　　　　　ら　　　　　　　　護。　　臓肚
　50歳台　台　　　15－1gue
　　　　男　　　　　　　20歳台　　　女
　40歳台
　　　　　30歳台
資料）表1に同じ。
　　　　〔契約・登録社員〕
　　　60歳L）L」二　　　　　　　　15～19歳
　　　　　　　　磐歳
　　　　　50歳台　　　　　　　　　30歳台
　　　　　　　　　　40歳台　　　40歳台
　　　　　　女　　男　　　　　　　　　　50歳台
　　　　30歳台
　　　　　　　　　60歳以1：　　　　　　20歳台60歳以上
　　　　　1ト19歳
〔臨時・日雇〕
　　　霞
　，。歳台lt
40歳台
　　　女
30歳台
　　20歳台
15－19歳
福　
歳20歳台
　　30歳台
男　　40歳台
　　50歳台
　60歳
　以上
る個人調査の「就業構…造基本調査」（1992）では，女性の非正社員雇用老のう
ち，パートが68．6％，アルバイト14．0％，嘱託など7．1％，派遣社員2．7％，
その他7．4％である。「ふだんの状態」を尋ねているためか，女性非正社員比
率は21．3％と「労働力調査特別調査」より低い。
　これらのことから，女性非正社員の少なくとも4分の1が，職場でパート
以外の名称で呼ばれていることがわかる。パート以外の労働者は，呼称7・e　一一
トと属性が異なると考えられるので注意を要する。
　では，呼称パートと短時間雇用者の関係は，どうなっているのであろう
か。「平成元年労働白書」（p．　218）での方法を踏襲して，「労働力調査特別調
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図2
　％
6e
非正社員の呼称別分布
50
40
30
20
10
52．8
9．7
7．7　　　6．5
18．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．2　　　　　　　2．O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．4　　0
　　　　パート　アルバイト　準社員　定時社員　臨時社員　契約社員　　嘱託　　その他．
　　　　　　　　　　　圖男女計　園男性　圏女性
資料）「パートタイム労働実態調査研究報告書」日本労働研究機構　1991
査」（1993）の結果をみよう（図3）。この調査は，雇用形態（呼称）も労働
時間も従業上の地位も尋ねているから，こういつたことが可能になる。
　男女計で，短時間雇用者（週35時間未満雇用者）773万人のうち47．0％が呼
称パートで，半数以上が他の名称である。短時間雇用者の27．6％が正社員で
あることにも注目してよい。逆に，呼称パートの約3分の2が週35時間未満
で，3分の1は週35時間以上である。女性だけをみると，短時間雇用者の
62．0％が呼称パートである。そして呼称パートの66．0％が週35時間未満で，
31，1％は週35時間以上である。短時間雇用者のうち，「もともと35時問未満」
だった呼称パートは48．2％である。「就業構造基本調査」（1992）でみても，
呼称パートの女性の3分の1強が週35時間以上，13％が週43時間以上であ
る。このように，日本の呼称パートの労働時間が長いことは，英仏独のパー
ト（自らの認識）で週35時間以上が5－13％であることをみても明らかであ
る。
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図3　呼称パートと短時間雇用者の関係
〔男女計〕
　　　●短時間雇用者
　　　　　　　s3　．o　y， ×6．70／．　一47．0％
773万人
27　．6　90
正社員
●ロ乎禾ホノe一ト
18R％羅i
　バ　　　：もともと重　i35h緬 35h以上　休業者17万人
　　　　363万人
263万人　　　（64，1％）
185万人
　（32．70／．）
566万人
〔女性〕
●短時間雇用者
．一一7．一．erfeig2i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　561万人
二二
　　　　●呼称パート
　　　　　　　　　　　　　　　　348万人
　　　　　　　　　　　254万人　　　（66．0％）
資料）「労働力調査特別調査」1993年2月
％讐????? ????ー4
35h以上　休業者15万人
164万人
　（31．1％）
527万人
　1．4　テンポラリー・ワーカーとの関係
　テンポラリー・ワーカーと短時間雇用者の関係を，「労働力調査特別調査」
（1993）でみると，男女計で，常雇の1割高が短時間雇用者で，臨時・日雇
労働者の6割が短時間，4割が週35時間以上である。逆に，短時間雇用者の
38．6％がテンポラリー・ワーカーである。女性だけをとると，常雇の2割強
が短時間雇用者でt臨時・日雇労働者の3分の2が短時問，3分の1が週35
時間以上である。そして，短時間雇用者の40．7％がテンポラリー・ワーカー
である。
　このように，テンポラリー・ワーカーと労働時間は対応していない。ま
た，テンポラリー・ワーカーと呼称パートも対応していない。「平成元年労
働白書」によると（p．218），1987年で呼称パーFの43．1％がパーマネントで
テンポラリーは半数強，逆にテンポラリー・ワーカーの48．！％が呼称パート
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で，半数強は他の名称である。ただ，これはわが国特有の現象ではなく，多
くの先進国でみられる。パートタイマー（多くは自己認識）のなかのテンポ
ラリー・ワーカーの割合は，ギリシア，スペイン，イタリアの50％を超す国
から，ドイツ・英国・フランスなどの10－20％の国がある（OECD［1993］
p，22）。日本は5割を超すから，南欧諸国と同じぐらいの割合である。
2　不本意パートと自発的パート
　パートタイマーが，好んで現在の状態にいるのか，嫌いやながらいるのか
では，とるべき労働市場政策に大きな違いがあろう。こういつた点から，不
本意パートの分析が多く重ねられてきている。
　1990年のEmployment　Outlook（OECD）は，1つの章を「不本意パート」
にあてている。章のタイトルが，「不完全就業（underemployment）の要素と
しての不本意パート」とあるように，不完全就業という観点が色濃くでてい
る。ただ不完全就業といった主題でも，力点の置き方に違いがあることを指
摘している。不完全就業を考える視角として，次の4つをあげる。
　①収入や所得の不十分さ
　②技能や資格の不完全利用（underutilization）
　③雇用の安定性
　④希望する労働時間
また，次の点の重要性も指摘する。
　⑤他の仕事や追加的な仕事：を探しているか
しかし，OECDが実際に行っている不本意パートの推計は，1990年も1993年
も，④の視点からのものである（3）。米国の研究も，ほぼそれに近い。筆者の主
張は，④の視点よりも，②の視点のほうが重要ではないか，あるいは，その
（3）1990年では，⑤の分析も加えている。
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ような分析方向に向かっていくべきではないか，ということにある。これを
2．3でおこなう。その際に，②といっても，公的に認可された技能や資格
ではなく，ひろく「能加の不完全利用ととらえ，不本意な形でパートの仕
事をおこなっている労働者をとらえようとする。その推計には，⑤の視点を
用いる。
　2．1　希望労働時間からの不本意性
　2．1．1　0ECD推計
　OECDの不本意パー1・の推計をみよう。まず国により，パートタイマーの
定義の違いがある。おおむね，欧州タイプの「自らの認識」と日米タイプの
週間労働時間がある。パートタイマーのうち，どういつだ労働者を不本意
パートとみなすかというと，2つある。第一に，「ふだんはフルタイムだが，
経済的理由でパートタイム」の仕事についている者，第二に，「フルタイムの
仕事を見つけられなかった」パートタイマーである。2つのタイプにわけて
推計している。
　経済的理由は，国により異なるが，仕事不足（slack　work）などである。日
本は，「景気が悪かったため（business　slack）」があげられる。第二のタイプ
の「フルタイムの仕事を見つけられなかった」パートは，これも国により異
なるが，たとえば米国は，「パートの仕事しかなかった（Could　find　only
part－time　work）」で，日本は「より長い時間働きたい」パートである。どち
らのタイプも，④の希望労働時間がポイントとなっている。もっと長く（フ
ルタイムで）働きたいのに，不本意ながら，短い労働時間で働いている者の
人数を知ろうとしているわけである。
　17ヶ国の時系列の結果と1988年の15ヶ国の結果とを表2，表3でみよう。
国によって差はあるが，この定義でいくと，どの国も自発的パートのほうが
不本意パー一一トより多いことがわかる。単純な国際比較は慎むべきだろうが，
わが国の不本意パートは多くない。一方，米国は，とくに経済的理由による
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表2　不本意パートの雇用者数に対する割合の推移
（％）
?
?
?ー?????????????????㌃??㌢????? ??? ??? ?㌃???? ?
1981　1982　1983　1984　1985　1986　1987　1988　1989　1990　1991
3．2
2．3
4，1　4．7　4，2　4．01　4．5
　　2．2　2，3　2．4　3．0
3，2　3，9　4，1　4．1　4．0
　　2，2　3，1　3．5　3．1
　　0，4　O，5　O．3　O．2
．，　O，5　O，7　O．9　LO
　　3．3　3，1　3，3　3．7
　　2．2　1，9　1．9　2．0
　　1，9　2，5　2．2　2．2
　　L2f　L　3　2．1　2．1
　　0，4　O．5　O．5　O．7
　　LO　．．　2．91
1．8
　　　　　1，8　2，1　2．1　2．3
3，5　4，4　4，5　4．1　3．9　3，9
5 1　4．4　4，9
2．8　2．9　2，5
3 7　3．4　3，1
2．5　3．0　3，0
0．3　O．2　O，1
1．0　O．9　O，8
3．4　4，8　3，9
2．5　2，9　2，4
2，4　2．2　2，1
2，2　L8　Lg
O．6　O．4　O，5
6，9　7．2　7，5
1．9　L9　1，5
L8　L　7　L　3
4．7　3．8　3，6
2．4　2．2　1．7
3，7　3．5　3，2
?????????????????? ?
注1）1印は，シリーズの中断を示している。
　2）不本意パートの定義は，表3にほぼ同じ。その他の不本意パートを含まず。
出所’）OECD，　Employment　Outlook　l993
不本意パートが多い。また，パート比率の大きさと不本意パートの大きさに
は，関係がみられないことがわかる。だからパートが増えると，不本意パー
トの割合が増えるとも減るともいえない。また女性パートにおいて，英国は
2番目にパート比率が高いが，不本意パートの比率では10番目というよう
に，自発的パートが多い国であることにも注意しておきたい。
　2．1．2　米国
　つぎに，OECD推計とは別に，自発的と不本意の区分による推計を最：初に
行ったと思われる米国の状況をみよう。米国のCurrent　Population　Survey
（CPS）は，毎月，全国6万世帯，16歳以上11，3万人（寸寸，施設収容者除
く）に行う調査である。CPSでは，前週に働いた時間を尋ね，週35時間未満
（パートタイマー）であれば，時間が短い理由を尋ねている。
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表3　男女別不本意パートの雇用者数に対する割合
????）?????????（
?????????????????????
????）?????????（?????????
?????????????????????
女
????）?????????（
????）「????????（
????。??????????????????????????
????
???」』??』???。???????????????????、?????????????????????????????
????）?????????（
?????????????? ?
???﹇）?????????（?????????
??????????????
?
????）???｝?????（
???? ー
????）?????????（
????????????????????????????????????????????????????????????????
????
??」????????????????????????????????????????????????????????????????????????
????）?????????（
???????????????
????）?????????（?????????
????????? 。 ?．????
計
????）???﹇?????（
??????????????
????）｝????????（
?????????????????? ?
????
???????????????．???????????」???????????????????????????????????????????????????????????????
?
）））））））））））））））?????????????????????????????????????????????????????????????????????????????????
注1）フルタイム・パートタイマーについては，
　　　EC；ギリシアとイタリア以外は，自らの認識
　　　　　ギリシア：働いている職務に適用されている労働協約で，規定されている労働者よりも短い労働時間の者
　　　　　イタリア：その雇用タイプで通常働いている入よりも短い
　　　US；週35時間未満unpaid　family　workers｝ま雇用者とみなさない
　　　日本．オーストラリア，スウェーデン；週35時間未満がパート
　　　カナダ；週30時間未満がパート
　2）経済的理由は，
　　　オーストラリア；stood　down，　working　short－time，　insufficient　work
　　　カナダ；working　short－time，　laid　off
　　　US；仕事不足（slack　work），材料不足．設備修理，先週転職，先週退職
　　　日本；景気が悪かったため（business　slack）
　　　スウェーデン，EC諸国；仕事不足（slack　work），先週転職，先週退職
　　　フィンランド；lack　of　work
　　　トルコ；経済的理由で週40時間未満
　3）「フルタイムの仕事をみつけられなかった」は，
　　　日本；より長い時間働きたい
　　　US；パートの時間しかなかった（Could　find　only　part－time　work）
　　　オーストラリア．スウェーデン；より長い時間働きたい
　4）その他の不本意パートは，ECのみデータ入手可能で，経済的な理由で注2）以外の理由の者
出所）OECD，　Employment　Outlook　l　990
、?ー?????????????
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　前週35時間未満就業者に対して，「この仕事で，ふだんは週35時間以上，働
いていますか？」と尋ね，「Yes」であれば，前週に35時間未満働いた理由
を，rNo」であれぽ，ふだん週35時間未満働く理由を尋ねる。理由の選択肢は
次のとおり。
　　仕事不足（Slack　work），材料不足，設備修理，前週転職，前週退職，
　　パートの仕事しかなかった（Could　find　only　part－time　work），
　　休El（Holiday），労働争議，悪天候，自分の病気，休暇（Vacation），
　　家事・学校・私的用事で忙：しかった，フルタイムで働きたくなかった
　　（Did　not　want　full－time　work），フルタイムの仕事だが35時間未満，そ
　　の他
上段2行を不本意パート，下段3行を自発的パートとしている。この米国の
不本意パートの定義も，基本的に，希望労働時間が前提となったものといえ
る。
　Monthly　Labor　Reviewでをよ，毎月のパートタイム労働者数を，自発的パー
トと不本意パートの2つに分けて掲載している。不本意パートについては，
「仕事不足」と「パートの仕事しかなかった」の人数もあげている。この2
つで不本意パートの大半を占める。たとえば1993年6月では，自発的パート
が1561万人，不本意パートが632万人（うち「仕事不足」342万人，「パートの
仕事しかなかった」270万人）である。
　これら2種類のパートについて，1988年の性・未既婚別のパートの割合を
みると，パート全体の4分の1が不本意パートである。不本意なパートは男
女とわず非婚者に多い。逆に，自発的パートの多いのが，既婚女性である。
若年者（16－19歳）10．5％，黒人7．2％に不本意パートが多い5産業別では，
建設業，商業，サービス業で多い。とくに建設業では不本意パートが自発的
パートを上回る（4＞。
（4）Tilly［1992］，　Tnly［1991コp．15，
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　時系列の変化でみると（図4），不本意なパートは景気循環に対応して増
減するのに対し，自発的パートの数は景気循環と無関係に趨勢的に増加して
いる（Tilly［1991］p．12）。前者が「雇用の調整弁」的な側面をもっているの
に対し，後者がそういった性格ではないパートである可能性が高いことを示
唆している。
　図4　米国の失業率とパート比率の推移
　　o／e????????
パート比率
失業率
自発パート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／一、＼
・〈j・_　　　　／＿＿ノ不本渉＝r＼　　　　　N’　N．　N．　y　一一．一’．一　：x　一　’一N一
　　　1957196019631966196919721975197819811984’1987年
　出所lTilly［1991⊃
　2．1．3　日本
　わが国で米国の定義にもっとも近い設問をもつと思われる調査が，前節で
も利用した「労働力調査特別調査」である（以下「特調」と略す）。これを用
いて，自発的パート，不本意パートを推計してみよう。この場合，パートタ
イマーは，呼称パートでなく，週35時間未満労働の者とする。「特調」では，
この労働者にたいし短時間労働の理由を尋ね，その選択肢は以下の通りであ
る。
　　もともと35時間未満の仕事だから
　　　35時間以⊥働く希望あり（C）
　　　35時間以上働く希望なし（D）
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　　勤め先や事業の都合
　　　景気が悪かった（E）
　　　その他（F）
　　自分又は家族の都合（病気や休暇）（G）
　　悪天候（H）
　　その他（1）
OECD推計では，（C＋E）を不本意パートとしている。これを不本意パート
1としよう。また米国の定義を参照にすると，「勤め先や事業の都合」のなか
の「景気が悪かった」以外の「その他」も，十分あてはまりそうなので，こ
れを含めた（C十E十F）を不本意パート2としよう。そして，それぞれ
100％から差し引いたものが，自発的パート1，自発的パート2となる。
　しかし，自発的パートの理由でも，（D）とそれ以外はかなり性格が異なる
ように思える。前者は，計画的に短時間労働を選択しているニュアンスであ
り，後者は若干やむにやまれぬニュアンスを含む（Gのなかの休暇を除く）。
そこで，Dを自発的パート3として，他の自発的パートと区別しよう（5）。
　1993年2月の結果をみると（表4），不本意なパートが一定の人数存在す
る。OECD定義の不本意パート1では，1割ぐらいだが，不本意パート2で
とると，男女計で18％，男性が21％にたいし女性で17％いる。パートタイ
マーの多い既婚女性においても不本意パート2は16％おり，多くはないが無
視できる少ない人数ともいえない。パートタイム労働者のイメージにもっと
も近い女子雇用者（右から2列目）においても不本意パート2は17％いる。
　自発的パートについては，自発1で9割，自発2で8割ほどである。それ
に対して，選択性が強いと思われる自発3は，全体で4割だが，男女でかな
（5）Terry［1981コTable　1では，フルタイムで働きたくない（その準備がない）だけを自
　発的理由とし，自発的パートの他の項目を「その他」の理由として，自発的パートとも
　不本意パートとも区別している。
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表4　短時間就業理由（日本）
（万人）
男女計 女
? 既婚女子
A業者
女　　子
ﾙ用者
女　　子
R5～44歳
A業者
就業者計D　　　　　　　　　A 6，2732，4963，7771，5891．9462） 589
35時間未満　　　　　　　　B1β33 891 433 685 634 243
もともと35時間未満の仕事 609 483 ！26 389 376 150
35時間以上働く希望あり　C 73 52 22 39 42 15
35時間以上働く希望なし　D 535 430 104 349335 134
勤め先や事業の都合 168 96 73 71 64 23
景気が悪かった　　　　　E 61 31 30 24 正6 7
その他　　　　　　　　F 108 65 43 47 48 14
自分または家族の都合　　　G 343 199 144 145143 50
悪天候　　　　　　　　　H 43 14 29 11 2 2
その他　　　　　　　　　1 15壇 89 66 63 43 16
不本意パート1　（C＋E）／B 10．1％9．3％11．7％ 9．2％9．1％ 9．1％
不本意パート2　　（C＋E＋F）／B 18．1％ 16．6％21．4％16．1％ 16．7％ 15．6％
自発的パート3　　　D／B 40．1％48．3％23．5％ 50．9％ 52．8％ 55．1％
パート比率　　　　B／A 21．2％35．7％1L7％43．1％32．6％ 41．3％
注1）休業者と従業者を合わせた数値。
　2）役員を含めた数値。役員を除いた短時間雇用老は，休業者46万人，従業者561万人
　　である。最後の561万人が図3の短時間雇用者数に対応する。
資料）「労働力調査特別調査」1993年2則
り異なる。男性が24％なのに対し，女性は48％である。自発3の割合は，既
婚女性で51％，女性雇用老で53％，パートのもっとも多い35－44歳で55％と
なる。
　2．1．4　不本意フルタイマーと不本意パート
　希望労働時間を基準にとると，不本意パートとは対照的に，「不本意フル
タイマー」という概念も考えられる。つまり，本当はパートで働きたいの
に，そういった仕事がないので，やむをえずフルタイムで働いている人たち
である。不本意フルタイマーは，「就業構造基本調査」（以下，「就調」）で推
計できる。というのは，有業者に対して，この仕事で就業時間を増やしたい
か減らしたいかどうかを尋ねる設問があるからである。
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　「就調」では呼称の正社員やパートだけでなく，年間就業日数と週間就業
時間別に有業者数がわかる。このうち，「年間就業日数が200日未満のもの
と，年間200日以上で週間35時間未満」の雇用者を短時間雇用者とみなす。そ
れ以外をフルタイム雇用者とみなす。そして，短時間雇用者のうち，就業時
間を増やしたい者を「不本意パート」とする。週20時閲ぐらいで，あと5－
！0時間増やしたいパートもいるであろうから，少し過大推計になる。
　一方，「不本意フルタイマー」については，フルタイム雇用者で，就業時間
を減らしたい人たちであろうが，たんに長労働時間のために時短を望んでい
るものもいよう。そこで，週間就業時間が42時間以下のものをとる（参考ま
でに週45時間以下のケースも試算し，「不本意フルタイマー2」とする）。
　フルタイム雇用者における呼称正社員や当該短時間雇用者の呼称パートの
結果もあわせて，表5に，結果をのせる。まず不本意パートは「労働力調査
特別調査」による推計にくらべ少なくなる。「就調」が「ふだんの状態」を尋
ねているためであろう。不本意フルタイマー，不本意パートが，それぞれ6
表5　不本意フルタイマーと不本意パート
不本意フルタイマー1 不本意フルタイマー2
男女計　男　性　女　性 男女計　男　性　女　性
雇　用　老
ｳ　社　員
7．9　　7．3　　9．4
W．1　　7．7　　9．1
14．6　　13．6　16，8％
P5．3　　14．3　17，5
不本．意パー　ト
男女計　男　性　女　性
雇　用　者
ﾄ称パート
6．4　　5．2　　7．1
W．2　　5．0　　8．4
注1）　「不本意フルタイマー1」：フルタイム雇用者（年間就業
　　日数200日以上かつ週間就業時間35時間以上）で，週間就業
　　時間42時間以下のもの。
　　　「不本意フルタイマー2」：フルタイム雇用老で，週間就
　業時間45時間以下のもの。
　　　「不本意パート」：「年間就業日数が200日未満のものと，
　年間200日以上で週間35時間未満の雇用者」のうち，就業時
　　間を増やしたい者。
注2）　「就業構造基：本調査」（1992）より推計
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一8％ていどおり，どちらも女性が多いことがわかる。景気のよかった1992
年においても，時間の面で不本意なフルタイマーやパートタイマーがこれだ
けいることは注目されてよい⑥。
　　2．2　就業意識からの不本意性
　以上は，OECDや米国を中心とした議論だが，わが国においては，伝統的
にパートタイマーが自発的か否かをみる基準は，2つあったように思える。
一つは就業形態の選択理由が自発的か否か，つまり短時間労働を選択した理
由から解釈するものである。ふたつめはフルタイムに変わりたいか否かであ
る。これは，ある意味では，2．1の希望労働時間の基準と同じである。
　2．2．1　自発性の2つのi基準
　平成元年版の労働白書は，この2つの基準でもって，圧倒的に自発的パー
トが多いことを示している。「多様化調査」の個人調査で，女子パートタイ
マーが現在の就業形態を自発的に選んだいなかを見てみると，ほとんどが自
発的にパートを選択している（表6）。「正社員として働ける会社がないか
ら」などの自発的でない理由の女子パートは，7．1％にすぎない。パートを自
発的に選択した女子の理由をみても，「自分の都合よい時間に働けるから」
とか「勤務時間・日数を短くしたいから」という「時間」の問題が圧倒的に
多い。また表7により，「パートタイム労働者総合実態調査」（1990年）にお
けるパートの選択理由をみると，所定労働時間が正社員とほぼ同じBパート
では，「正社員として働ける会社がないから」という自発的でない理由が
もっとも多く，3分の1もの女性が回答している。しかし，正社員より短い
（6）フィンランドの1980年労働力調査によると，労働力人口にしめる不本意フルタイ
　マーは，男性の6．5％，女性の12．5％，フルタイマーのうちの，男性7．0％，女性
　17．3％も占める。ちなみに不本意パート（パートは週30時間未満）は，労働力人口に対
　して，男性の0．4％，女性の2．0％，パートタイマーのうちの，男性22．2％，女性
　22．0％である（llmakunnas　・・　Pudney　E1990］）。
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衷6　女子パートタイマーの就業形態選択理由（H本）1987年
置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
自発的に選択
　理由　自分の都合よい時間に働ける
　　　　勤務時間・日数を短くしたい
　　　　すぐやめられる
　　　　資格・技能が生かせる
　　　　資格・技能が身につく
　　　　家計の補助，学費等を得る
　　　　社会活動に参加したい
　　　　その他
自発的でない
　正社員として働ける会社がない
　その他
92．9
67．9
28．9
10．2
5．0
2．1
62．5
13．6
14．0
7．1
56．5
34．6
注）内訳の数字は内訳合計＝100とした割合。
　　自発的選択理由は重複回答。
出所）　r多様化する企業労働老一昭和62年「就業形態の多様
　　化に関する実態調査」結果リポート』（労働省）個人調査
　　8表
表7　女子パートタイマーのパート選択理由（日本）1990年
（％）
Aパート Bパート
自分の都合よい時間に働きたい 64．2 32．6
勤務時間・日数を短くしたい 35．0 15．0
賃金・待遇が良い 9．4 18．2
仕事の内容に興味が持てた 16．1 21．9
すぐやめられる 13．4 14．1
正社員として働げる会社がない 14．4 33．2
家事・育児の事情 25．2 12．3
病人・老人の介護がある 2．4 L8
体力的に正社員として働けない 9．9 5．7
友人・知人がパートとして働いているから 10．8 12．8
その他 13．9 23．8
注）Aパート＝一般の正社員より所定労働時間が短い者
　　Bパート＝一般の正社員とほぼ所定労働時間が同じ者
資料）労働省「パートタイム労働老総合実態調査」（1990年実施）
出所）r平成2年パートタイマーの実態』付属統計表13表。
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Aパートでは，この理由をあげる者は，14．4％にすぎない。「自分の都合よい
時間に働きたい」とか「勤務時間・日数を短くしたい」が圧倒的に多い。こ
の調査では全体の8割がAパートである。
　このように「正社員として働ける会社がない」といったOECDなどにおけ
る定義での不本意パートは，せいぜい1割ていどである。ただ表7にあるよ
うに，「家事・育児の事情」というのを設問項目に加えると，正社員より所定
労働時間が短い女子パートの4分の1が，これに回答する。後述の英国
NOP調査の結果と割合が似通っていることに注意しておいてほしい。
　つぎに第二の基準である正社員への希望をみると，「なりたくない」とい
う調査結果が多い。まず「多様化調査」でみてみよう（表8）。登用を希望し
ない，つまりフルタイムの正社員になりたくないものが，とくに女性に多
い。現在の会社で正社員になりたいのは，「就業形態を変えたい」もの
11．0％のうち3．0％，他の会社の正社員になりたいものが5。4％にすぎない。
活用の歴史があり女性パートの多いスーパー（GMS，　S　M）をみても，該当
企業の正社員への希望をもっている女性パートは，1979年19．9％，1990年
工2．5％で，少なくなる傾向さえある（ゼンセン同盟［1991］p．351）。
　フルタイム正社員への希望が少ないといっても，現在，企業のなかにどれ
だけ，パートの正社員への登用の道があるかという点も考えあわせないとい
けない。現状からの影響が大きいかもしれない。雇用形態変更制度の普及度
を「多様化調査」の事業所調査でみると，パートタイマーの正社員への身分
切り替え制度の状況は，表9のようになる。表9の一部適用は，ほとんどが
勤続年数や勤務時間で区切っていると思われるから，おおよそ3分の1の事
　　　　表8　パートタイマーの就業形態継続意思
パートタイマー
ﾌ　　ま　　ま
就業形態を　iうち他企業も含め
ﾏえたい　i正社員になりたい
男　　性
浴@　性
66；4
W3．2
20．0　　　　　1　　　　　　　16．3　　％
P1．・　i　8．4
出所）　r多様化する企業労働者一昭和62年「就業形態の多様化に
　関する実態調査」結果リポート』（労働省）個人調査36表
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業所に正社員への道は開かれていると見ればよい。この調査は調査対象が30
人以上の8500事業所であるが，これより規模の小さいところまで調査してい
る『パートタイム労働者総合実態調査』をみよう。5人以上の14685事業所の
調査で，所定労働時間の長さによっての違いもわかる。結果は表10である。
1990年調査では1割ていどと少ない。30人以上をとっても，1987年ほど多く
はない。ただ労働時間が正社員とほぼ同じパートの場合には，短いパートよ
りも2倍以上，正社員登用への道がある。
　　　　表9　パートタイマーの正社員への身分切り替え制度
全員適用 一部適用 適用なし 制度なし 不
?
産　業　計 5．4 26．6 12．3 42．2 13．5％
製造業
ｵ・小売
?H店Tービス
7．0
S．2
T．6
27．6
Q8．4
R0．5
12．l
P4．4
X．0
38．6
S3．0
S2．1
14．6
P0．1
P2．9
出所）　r多様化する企業労働者一昭和62年「就業形態の多様化に
　関する実態調査」結果リポート』（労働省）事業所調査18表
表10　正社員登用制度の有無
産業計 製造業 卸・小売，飲食店 サービス
Aパー　ト
aパー　ト
10．7
Q3．8
11．1
Q7．7
11．9
Q3．6
11．3
Q4．6
?
注）Aパート，Bパートは表7に同じ
出所）　『平成2年パートタイマーの実態一パートタイム労働者総合実
　　態調査報告』（労働省）10表。
　またJIL調査によると，「今のままの勤務形態で正社員になれるならなり
たい」という層が，24．6％とかなり多い（日本労働研究機構［1991］p．72）。
「正社員になりたい」26，8％に匹敵する割合である。これを解釈すれば，労
働時間さえ許せば，戦力になりたいというパートが多いとうことであろう。
また勤務時間の長いパートは正社員希望が多い（η。
　全体としていえることは，就業意識からの基準では，女性には不本意パー
トは少なく，多くても2馬ていどである。しかし，現在のパートが自発的だ
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から，問題がないわけではない。JIL調査の結果にみられるような「今のま
まの勤務形態で正社員になれるならなりたい」という主婦パートが，かなり
多いであろう。このようなニーズを満たすような制度ができれば，パートの
キャリア・ルートが，はっきりしたものになるだろう。このことについて
は，4節でも少し触れることになる。
　2．2．2　英国の労働力調査
　英国において，自発性に関する議論の参考となる調査があるので，これを
みてみたい。前にもみたように，英国はパート比率がかなり高い国で，かつ
OECD基準での自発的パートの多い国である。まず，これを調査票までおり
て確かめよう。
　英国の労働力調査（Labour　Force　Survey：LFS）　Vま，1973年から始めら
れ，！973－83年は2年ごと，1984－91年は，毎年，1992年3－5月から四半
期ごとに行われている。1991年調査では，62000世帯以上が対象で84％の回
答率である。LFSでのパートタイマーの定義は自己認識である。つまり「現
在の仕事は，フルタイムかパートタイムか？」を尋ね，パートタイムと答え
た者が，パートタイマーである。
　そのパートタイマーに対して，1986年より，パートタイムの仕事についた
主たる理由を尋ねている。質問票は「あなたがフルタイムでなくパートタイ
ムの仕事についた理由で，次のなかから最：も良いものを選んで下さい」であ
る。選択肢は，「学生」「病気または障害」「フルタイムの仕事が見つからな
かった」「フルタイムの仕事を望まなかった」「その他」である。そして英国
では，不本意なパートは「フルタイムの仕事が見つからなかった」者をさ
し，自発的パートは「フルタイムの仕事を望まなかった」を選択した者をさ
（7）勤務時間7時間台で38．8％，8時間台で45，5％が正社員を希望している。8時間台で
　「勤務時間・日数に関係なくなりたくない」のは3割にぎない。
　　ちなみに勤続年数との関係をみると，勤続3～5年で正社員希望がやや多いが，ほと
　んど関係はみられない。
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して論じられることが多い。
　LFSによる1992年についての結果をみると，パートの大半を占める女性
の83％（あるいは91％）が自発的パートになる。男性では自発的パートは半
数を切り，学生が多くなる。女性について時系列でみると，既婚女性では，
不本意なパートが，1986年の6％から，1991年の5％へと横バイあるいは減
少気味である。一方，自発的パートは，どの年も最も多く，1991年で74％あ
る。未婚女性パートでは，「学生」が約3分の1で，「フルタイムの仕事を望
まなかった」も3分の1から4割である。「不本意なパート」は12－19％であ
る。
　LFSの選択肢は，日米にくらべ粗い。これが自発的パートを多くしている
原因かもしれないが，やはり女性では自発的パートが多い。これが，ほんと
うに自発的かどうかについて議論がなされてきた。「フルタイム・の仕事を望
まなかった」者に対し，「なぜフルタイムの仕事を望まなかったのか？」と
いった質問をおこない，自発性の中身を吟味することが必要とされる（Wat－
son＝Fothergill［1993］p．　215）。このような問題意識のもとに，労働力調査
より詳しい質問をした調査がある。それは，LFSよりは小さいサンプルだ
が，雇用省が1990年にNOPマーケヅト・リサーチ社に委託して行った調査
である。NOP調査（NOP　Random　Omnibus　Survey）は，1990年7月に行っ
た面接調査で5336人，うち就業者2789人の結果を得ている（なお第2次調査
が8－9月に行われ，さらに7467人，うち4678人の就業者を調査している；
Wareing〔1992コp，100）。　LFSと性別の雇用上の地位の構成が似ていること
が，NOP調査の信頼性を高めている（Wareing［1992］p．91）。
　NOP調査のパート選択理由の結果と労働力調査の結果の比較が表11であ
る。表から，労働力調査の結果の構成とひじょうによく似ていることがわか
る。そして，労働力調査の選択肢で「フルタイムの仕事を望まなかった」と
「その他」と回答した老に，より詳しく尋ねている。
　詳しく聞いた結果をつぎの4つにグルーフ。分けしている。全体の72％が，
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表11パートタイマーで働く理由（英国）1990年
労働力調査 NOP調査＊
学生 10 9
病気または障害 2 2
フルタイムの仕事が見つからなかった 6 7
フルタイムの仕事を望まなかった 66 一
フルタイムの仕事につきたいが，家事の責任のため 一 14
にフルタイムは難しい
パートで働くことで子供と過ごす時間が多くとれる 一 31
金銭的理由で働く必要はないが，選択によりパート 一 14
で働く
お金を稼ぐ必要があるがパートで十分なため，フル 一 13
タイムを望まない
その他 16 8
わからない 一 2
　注）＊NOP調査については本文参照。
　資料）1990年労働力調査推計，1990年NOP調査。
　出所）Watson　＝＝　Fothergill［1993］Table　6，
どれかに含まれる。
A）フルタイムの仕事につきたいが，家庭の責任（dornestic　commitments）
　のためにフルタイムは難しい
B）パートで働くことで子供と過ごす時間が多くとれる
C）金銭的理由で働く必要はないが，選択により7〈・一トで働く
D）お金を稼ぐ必要があるがパートで十分なため，フルタイムを望まない
　まずC）はあきらかに自発的パートといってよいであろう。これは14％で
ある。B）が31％もいる。これは，育児責任（？）がなければフルタイムで
働いたかもしれないという意味では「不本意」かもしれないが，フルタイム
よりも子供と過ごす時間を選択したという意味では「自発的パート」に近い
であろう。
　A）は！4％で，B）と同じ論点があてはまるが，　B）よりも「不本意な」
性格がかなり強いであろう。D）は13％で，自発的パートといってよいよう
な気もするが，NOP調査を分析したワトスンらは，経済面の動機を重視し
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たためか「不：本意パート」に加えている。
　いずれにせよ，B）C）を自発的パート，A）D）を不本意パートとする
と，不本意パートの数は「フルタイムの仕事が見つからなかった」とあわせ
て34％と3分の1になる。D）を除くと21％だが，これでもけっして無視で
きない大きさである。
　以上から，就業意識からの基準は，見方を変えると，必ずしもf自発的
パート」や「不本意パート」といえないことがわかる。
　2．3　技能からみた不本意性
　これまでは，労働力の不完全利用とか労働者の就業意識から，パートの自
発性や不本意性を見てきた。ここでは，もう一つの観点，つまり労働者の
もっている技能やスキル，あるいは能力といった労働力の質の観点から，不
本意性を考えてみる。つまり，かなり高い技能，あるいは潜在能力をもちな
がら，それが生かされないでいるパートタイマーが，本人にとっても社会的
にみても問題であろう。2．1でみた不完全就業の視点からの不本意パート
は，労働者の質を問わず，希望労働時間から，利用されていない人数を把握
したものである。ゆえに，ここでいう技能の意味での不本意パートとは，大
きく異なる。この技能の意味での不本意パートと対になる用語は，英語で
は，やはりvoluntary　part－timerであろうが，この場合は「自発的パート」と
いう訳語がそぐわなくなる。「満足パート」「本意パート」などが考えられる
が，いいものはない。
　3節，4節でも詳しくみるが，わが国のパートタイマー研究を振り返って
みれば，不安定雇用や縁辺労働力といった規定から，パートタイマーの就業
意識の自発性に着目するものが現れ，そのうえで，労働時間で区分した疑似
パートと典型パートという類型化がまずできる（高梨［1991］；労働省婦人
局〔1987］）。つぎに，仕事内容に着目した基幹型パートと補完型パート（中
村恵［1990］）があらわれ，基幹型パート創出のプPセスを明らかにした研究
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（三山［1991］）や，中村恵類型をふまえ，小売業の業態の違い，経営戦略の
違いとパートの基幹化の関係を探った調査（本田［1993］）があらわれてい
る。このような研究動向から考えると，労働力の質の観点から不本意パート
を概念化していくことは，避けては通れない作業だと思われる。ただ，この
作業は一朝一夕には困難だと思われるが，ここではわが国について簡単な推
計を試みる。
　2．3．1　パートタイム労働者総合実態調査
　まず1990年の「パートタイム労働者総合実態調査」（労働省）の個人調査で
は，就業希望の選択肢のなかの，「単純・補助的な仕事でなく主要な仕事を
したい」「教育・訓練を受けるなどして高度な技術技能が必要な仕事をした
い」「係長・主任・班長等もっと責任のある仕事をしたい」パートを，技能の
意味での不本意パートとよんでよいであろう。ちなみに，この3つをあわせ
ても14．0％（女13．3％）で，「今と同じ仕事で良い」という現状満足派が
54．9％（女57．2％）ともっとも多い。ただ「わからない」31．0％の中には，
勤続の短いパートが多いと思われ，仕事がわかってくれば不本意パートにな
る者も出てこよう。もちろん，うまく仕事を与えれば現状満足派になってい
く。なお，この調査のパートタイマーの定義は，集計や分析で多く用いられ
るたのは，「事業所が正社員以外でいわゆるパートタイム労働者的取扱いを
行っている者」である。ゆえに1節の定義では，呼称パート基準と正社員と
比べた労働時間を基準にしたものの混合になる。3節で詳しく述べるが，
パートタイマーの約2割（女15％）を占めるBパートの1週間の所定労働時
間は平均で42．9時間と長いが，大半を占めるAパートは平均28．4時間（女
28．7時間）だから，多くが短時間労働者といえる。
　とにかく，技能の意味での不本意パートが，少なくとも1割以上は確実に
存在することは，重要な事実である。
　2．3．2　ゼンセン調査
　スーパーを中心とした流通業の女子パートに対するゼンセンの調査のなか
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に，これからしたい仕事に関する設問がある（！979年，1990年）。そのなか
に，「今までと同じ仕事でよい」と「責任のある仕事をしたい」があり，それ
ぞれイエス・ノーで回答させている。「今までと同じ仕事でよい」に対して，
「いいえ」が1979年15，2％から1990年21．2％と増えている。また，「責任のあ
る仕事をしたい」パートが1979年12．4％から1990年14．0％と増えている。こ
こでも，技能の意味での不本意パートが最低1割以上いること，そして増え
る傾向にあることもわかる（ゼンセソ同盟［1991］p．351）。
　これら二つの調査以外にも多くのパートタイム労働に関する調査がある
が，ほとんどが！回かぎりの調査で，時代の変化を分析できないという欠点
をもつ。
　2．3．3　就業構造基本調査を使って
　わが国で系統的になされている統計で，労働者の属性と就業意識が詳しく
わかるのは，なんといっても「就業構造基本調査」である。この「血忌」を
用いて，技能の意味での「不本意パートS」を推計してみよう。
　まずここでのパートの定義をしよう。就調では呼称パートもわかるが，呼
称パートと短時間労働者はかなり異なるので，短時間労働老にしぼる。「就
調」では，年間就業日数と週間就業時間別に有業者数がわかる。このうち，
「年間就業日数が200日未満のものと，年問200日以上で週間35時間未満のも
の」をパートとみなす。この定義でいくと，1992年でパートタイマー（短時
間就業者）は男性565万，女性104！万人だが，雇用者はうち男性384万，女性
104！万と7割弱を占める。ただ，以下の分析では，雇用老だけでとれない数
値が多いので，就業者（有業者）でおこなう。
　「就調」では，有業者を就業希望意識により，継続就業希望者，追加就業
希望者，転職希望老，就業休⊥ヒ希望者の4つに分けている。1992年の短時間
就業老1606万人のうち，継続就業希望76．7％，追加就業希望5．9％で，転職希
望者11．2％（180万人）である。このなかで，継続就業希望者には就業時間を
増やしたいか減らしたいか，現状でよいか尋ねている。また，転職希望老に
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は，転職希望理由を尋ねている。
　ここでは，自分の技能や能力が生かされていないという観点からの「不本
意性」を考えるので，まず転職希望者のパートの中で，該当する転職希望理
由の者を「不本意パートS」とする。転職希望者は希望理由を，次の9つか
ら1つ選択する。
　　①一時的についた仕事だから，②収入が少ないから，③将来性がないか
　　ら，④定年などに備えて，⑤時間的・肉体的に負担が大きいから，⑥知
　　識や技能を生かしたいから，⑦余暇を増やしたいから，⑧家事の都合か
　　ら，⑨その他
このなかで，「将来性がない」（③）と「知識や技能を生かしたい」（⑥）は，
明らかに技能の意味での不本意パートといえるだろう。「一時的についた仕
事」（①）も，少なくとも現在は能力が生かせていないのだから，技能の意味
でも不本意パートといえるだろう。「収入が少ない」（②）は微妙で，仕事に
満足していながら低収入のため転職を希望しているパートがいるかもしれな：
いが，多くは何らかの意味で技能と収入を比べ不本意なので，転職を希望し
ていると思われる。そこで，「将来性がない」「知識や技能を生かしたい」「一
時的についた仕事」「収入が少ない」の4つを選んだパートを「不本意パート
S」とする。すると，男性43．2万，女性77．5万，計120．7万人が不本意パート
になり，転職希望者の7割をしめる。
　一方，継続就業希望者や追加就業希望者の中にも，能力発揮の意味で不本
意なパートはいよう。しかし，彼・彼女らには，転職希望者のような付加的
な質問は用意されていない。そこで，先の「パートタイム労働者総合実態調
査」個人調査において，継続希望選択肢のなかでr働き続けたいと思う」と
回答したパートのうち，3つの不本意パートの選択肢（「単純・補助的な仕
事でなく主要な仕事をしたい」「教育・訓練を受けるなどして高度な：技術技
能が必要な仕事をしたい」「係長・主任・班長等もっと責任のある仕事をし
たい」）を選んだ人の割合を求める。これに，継続就業希望者，追加就業希望
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者の人数を乗ずることにより，「不本意パートS！を試算する。「パートタイ
ム労働者総合実態調査」のなかの「所定労働時間が一般より短いパート」（A
パート）をとる。求まった割合は，9．2％（男10．5％女9．0％）である。これ
に，継続就業希望者，追加就業希望者の人数を男女ごとに乗じると，男性
49。4万，女性77．0万，計126．4人となる。
　これに転職希望者から推計した不本意パートとあわせると，「不本意パー
トS」は，男性92．6万，女性154．5万，計247．1万人である。これは，短時間
就業者全体の15．4％を占め，けっして無視できない割合である。なお1987年
における「不本意パートS」は，男性85，9万，女性131．9万，計217．8万人で
ある。1992年は不本意パートの人数は，30万人近く増えたが，短時間就業者
全体にしめる割合は，16．5％から1％ポイント以上減っている。
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